
１．はじめに：SDGs のための ICT

２０１５年９月の国連サミットにおいて、ミレニ
アム開発目標（MDGs）の後継として「持続可能
な開発のための２０３０アジェンダ」が採択され、
同アジェンダに記載された２０１６年から２０３０年ま
での国際共通目標が、「持続可能な開発目標
（SDGs）」として設定された。SDGs は、持続可
能な世界を実現するための１７のゴール（目標）・
１６９のターゲットから構成され、地球上の誰一人
として取り残さないこと（leave no one behind）
を誓っている。MDGs が主に政府による取り組
みを主としていたことに対し、SDGs では民間企
業やNGOの役割の拡大なども大きく期待されて
おり、官民協働パートナーシップの促進もMDGs
との大きな違いの一つとなった。
SDGs は、わが国を含むすべての国連加盟国に

おいて、持続可能な開発による世界の実現を目指
す上で究極的かつ包括的な目標であると言える
が、前身であるMDGs の終了時達成度には少な
からず構造的な課題が残った事実から鑑みれば、
開発にかかわるすべての関係者が旧態依然とした
考え方や取り組み方法を続けていても目標は到底
達成し得ない、すなわち過去のやり方を踏襲する
だけでは２０３０年までに持続可能な世界を実現す
ることは困難、と考えることは決して特異な議論
ではない。
SDGs の採択に際しては、１９９０年を基準年とし

て２０１５年までの期間で計画・実施・モニタリン
グされたMDGs が、果たして世界の貧困削減や
開発効果の向上に貢献し得たかどうか、目標期限
終了前にそのレビューがなされた。たしかに
MDGs は、２０００年以降の１５年間で、国際社会の

協働努力として一定の成果を達成した。貧困に関
するターゲット（極度の貧困人口の割合を１９９０
年比で半減）は、中国の経済発展が大きく寄与し
て２０１０年に目標を達成し、２０１５年には１／３にま
で低下した。開発途上地域における栄養不良人口
の割合も、同時期にほぼ半減した。保健分野にお
いても、世界のHIV／エイズの感染者数は１５年
間で４０％減少し、６２０万人以上の命がマラリア
対策により、そして３７００万人の命が結核対策に
より救われたと推定されている。一方、今なお約
８億人（世界人口の９人に１人）が栄養不良状態
であり、乳幼児や妊産婦の死亡率削減目標は未達
成、地域的には特にサブサハラ・アフリカで多く
の目標達成に遅れが確認され、深刻な課題も残さ
れた。
これに加えて、MDGs の１５年間で、国際的な

環境も大きく変化した。地球温暖化に代表される
環境問題や気候変動の深刻化、国内や国際間の格
差拡大など、新たな開発課題が浮上し、MDGs
で達成し得なかった課題とも相まって、２０１５年
以降の新たな国際社会の協働努力目標の設定、す
なわち SDGs が求められた。
MDGs と比較して SDGs が大きく異なる点の

一つに、「すべての人々の、安価かつ信頼できる
持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保
する（目標７）」や「包摂的で安全かつ強靱（レ
ジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実
現する（目標１１）」といった、従来は直接的に目
標には挙げられなかった経済活動を担保する基礎
的条件（ファンダメンタルズ）が付記されたこと
に加えて、「強靱（レジリエント）なインフラ構
築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノ
ベーションの推進を図る（目標９）」といった官
民協働を強く意識した非伝統的なアプローチに期
待する目標が盛り込まれたことがある。特に、
ターゲット・レベルにおいて非常に具体的に期限
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内の達成度が設定され、たとえば「後発開発途上
国において情報通信技術へのアクセスを大幅に向
上させ、２０２０年までに普遍的かつ安価なイン
ターネット・アクセスを提供できるよう図る
（ターゲット９．c）」といったMDGs 開始期には
設定さえ検討され得なかった非伝統的指標が合
意・導入されたことは重要な進化である。これ
は、SDGs がMDGs とは明らかに異なる開発目
標であり、それは前身（MDGs）が「援助側から
の視点、主体は政府」を主語としていた一方で、
現行（SDGs）は「援助国・被援助国双方からの
視点、官民すべての知恵と努力の総動員」が求め
られていることを如実に示している証左である。
換言すれば、ターゲット９．cに代表されるよう

な非伝統的、しかしながら持続可能性に負の影響
を与える国際紛争や貧困拡大の要因にも成り得る
経済格差を可能な限り解消すべきと考えた場合
に、情報通信分野を含む社会資本として必要不可
欠となってきているさまざまなインフラストラク
チャーの整備や技術の利活用促進は、持続可能な
世界を目指すうえで必要条件であることをすべて
の開発関係者が認識することがまずは重要であ
り、そのための官民協働パートナーシップとはど
のようにあるべきか、非伝統的な考え方と行動に
よって積極的に取り組んでいかなければならな
い。特に、時空を超えて世界をつなぐ国際公共財
としてのインターネットの役割と効用、そしてさ
らなる貢献への期待がターゲット９．cを通じて明
示されたことにより、サブサハラ・アフリカのよ
うにMDGs 達成度の低い地域がインターネット
を利活用して従来にはない一足飛びの開発を追求
すること、すなわちリープフロッグ（leapfrog；
かえる跳び）的な開発を追求・実現・一般化して
いくことは極めて重要、と考えられるようになっ
た。なお、リープフロッグの意味はケンブリッジ
辞書（https:／／dictionary.cambridge.org／）による
と、「他の人をすばやく追い越したり、いくつか
の段階を省いたりして、立場を改善すること（to
improve your position by going past other peo-
ple quickly or by missing out some stages）」と
定義されており、MDGs で目標達成に構造的課
題をかかえていることが明白になった国・地域
は、まさにインターネットをはじめとした ICT
の利活用に代表される非伝統的な考え方と行動で
リープフロッグすることが望まれているし、何よ
り当事国・地域がそれを望んでいる。

本稿では、わが国を含むすべての国連加盟国に
おける開発関係者にとっての共通目標となった
SDGs を議論の基準におきつつ、情報通信技術
（ICT）が持続可能な世界、特に開発途上国にお
ける持続可能な開発の実現に資するためにどのよ
うな効用と可能性を有しているか、すでに導入さ
れている適用技術と代表的な事例、これらに対す
る考察と課題、そして課題に対する取り組みの現
況と今後の見通しについて述べる。

２．国際開発における ICTの効用と可能性

開発途上国において ICTを利活用することが、
SDGs 達成のために必要不可欠なリープフロッグ
の必要条件であるならば、その効用と可能性をど
のように理解・認識すべきか、今日までに世界各
地のさまざまな社会課題に対して適用されている
技術と、その代表的な実施事例から考察したい。

⑴ 携帯電話とインターネットへの期待の高まり

前章に述べたとおり、SDGs はその設定に先立
ち、MDGs が果たして世界の貧困削減や開発効
果の向上に貢献し得たかどうか、目標期限終了
（２０１５年）前にそのレビューがなされた。当該レ
ビューではMDGs の達成度が低かった分野に関
して、過去１５年間の国際社会による取り組みと
目標設定の整合性についても検証的議論がなされ
た。その一つとして、予防・治療・リハビリ等で
必要な保健医療サービスを全ての人々が享受でき
る状態を指す概念である「ユニバーサル・カバ
レッジ（Universal Coverage; UC）」について、
国連を中心に「次期開発目標（すなわち SDGs）
の多く、特にUCを２０３０年までに達成するため
には、過去のやり方（Business-As-Usual; BAU）
では十分ではなく、政府、民間部門、国際機関、
市民社会、学術間の新たなパートナーシップとと
もに、変革のための解決策が緊急的に求められて
いる」と警笛が鳴らされた（図１）。
具体的には、２０１５年時点ですでに教育、保健、金

融、事業開発、さらには平和構築などに資する社
会インフラとして重要な役割を担っているブロー
ドバンド・インターネットを含む ICTが、２０３０
年までにUCを含むMDGs で達成し得なかった
開発目標を劇的に改善するために貴重な役割を果
たす必要がある、と指摘された。このため、ブロー
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ドバンド・インターネットの世界的な普及を商業
目的のみならず社会開発の促進のためにも官民協
働で進めていくこと、女性や障がい者を含む社会
的弱者が ICTを利活用することにより公平な社
会参加を成し得ることを促進すること、若年層の
失業を改善するために ICTによる新産業の創出
を促進すること、最貧困層がインターネットの恩
恵を平等に受けられるように情報通信機器の末端
価格を官民協働の努力により低下させていくこ
と、などがMDGs にはなかった新たな重要事項
として SDGs における ICTの役割として期待さ
れるようになり、前出のターゲット９．cほか
ICTの有効性が関連する開発目標の設定につな
がっていった。
果たしてこのような期待は、SDGs 設定に際し

て初めて出てきたものなのだろうか。MDGs が
採択された２０００年時点においても、ICTやブ
ロードバンド・インターネットの開発に対する必
要性や可能性については議論があったが、それは
２０１５年の SDG設定時における議論とは程遠い、
いまから振り返れば非常に初歩的かつ限定的なも
のであった。MDGs における「（目標８）開発の
ためのグローバルなパートナーシップの推進」で
は、「民間セクターと協力し、特に情報・通信に
おける新技術による利益が得られるようにする」
という指標が定められたことによって、開発にお

いて ICTを利活用することが強く意識され始め
た。これは当時、画期的な視点であったが、国際
社会においてもまだインターネット黎明期といえ
る時代であったことから、「情報・通信における
新技術による利益」という考え方についても解釈
は一定的ではなく、具体性には乏しかった。日本
においても、同年７月に沖縄で開催された第２６
回主要先進国首脳会議（G８サミット）で ICTに
関する重要性が初めて公式声明に掲載され、同サ
ミットは「沖縄 ITサミット」とも呼ばれ、ICT
の利活用がもたらす経済成長への貢献に対する期
待を明文化した「沖縄 IT憲章」（正式名「グロー
バルな情報社会に関する沖縄憲章」）が採択され
たことにより、ICTと開発の関係性にかかる議
論が初めて本格化した歴史的な意味合いは大き
かった。
それまでの ICT分野に対する国際援助は、開

発途上国における電気通信網のインフラ整備支
援、放送局への基本機材整備支援等のハード面
や、それらを適正に運転・運用する人材育成、電
気通信事業者の独占禁止や競争政策導入にかかる
法整備支援といった、主に電気通信と放送に対す
る対象国ごとの状況に応じた個別支援が主たるも
のであった。しかしながら、２０００年以降は遠隔
教育や統計・観測など、インターネットによる通
信接続性（ネットワーク）を加味することによっ

図１ SDGにおけるUC達成に必要な道程とBAUによった場合の道程差

（出所）Ericsson et al.（２０１６）より筆者作成
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て新たに可能となる ICT利活用という開発援助
のアプローチが提案されるようになり、需要側か
らもさまざまな非伝統的な課題解決要請が提起さ
れるようになった。

⑵ 携帯電話の普及による利活用の効用と可能性

２０００年からの１５年間で、ICTと開発の関係性
において最も顕著に変化した要因は、携帯電話の
普及と、携帯電話経由でのブロードバンド・イン
ターネット利用者の増加である（図２）。
全世界の携帯電話利用者数（契約件数ベース）

の全人口比は、２０００年のMDGs 採択時には１５％
に満たなかったが、わずか１５年後の２０１５年には
９８％を超え、２０１６年に初めて世界人口総数を上
回った。携帯電話経由でのブロードバンド・イン
ターネット利用者は、２０００年には公式統計上は
ゼロであったが、わずか１５年後には全人口比５
割に近付き（４５．１％）、その後も急速に増加し続
けている。これに加えて、２０００年以降の携帯電
話の普及は開発途上国を含む先進国以外の地域で
大きく増加していることが大きな特徴であり（図
３）、この急速な世界的普及によって形成された
人々のつながり、すなわちネットワークが、それ

までは実現が困難であった開発課題への対応に活
用できるのではないかという発想に結びついてい
くのは、然るべき潮流であった。
このように、開発途上国を含む世界中で携帯電

話の普及が進み、携帯電話経由のブロードバン
ド・インターネット利用率が急増していく中で、
開発課題の解決に資するさまざまな技術やサービ
スが開発され、人々のコミュニケーションも変容
し、社会の中で ICTの利活用はさまざまな変革
を起こしていった。以下に、代表的な事例を紹介
する。

① SMS利用による金融システム弱者支援：
M-Pesa（エムペサ）

携帯電話が開発途上国で大きな開発効果をもた
らした代表的な事例に、SMSテキストによる個
人間送金サービス「M-Pesa（エムペサ）」がある
が、エムペサが開始されたのもMDGs 対象期間
中の２００７年である。開発におけるエムペサの最
大効果は、サービスが提供されているアフリカに
おいて低所得ゆえに銀行口座を開設できない人々
でも、身分証明書と携帯電話番号さえ保有してい
れば、資金を必要としている遠距離の同条件の知
人・友人に対して直接送金を実行できる金融サー

図２ 世界の ICT主要指数の変遷

（出所）ITU（２０１７）より筆者作成
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ビスを提供することが可能になったという、それ
までにはなかった画期的な点である。なおかつ、利
用者側は送受信双方ともに SMSテキストで通知
メッセージをやりとりするだけなので、高価なス
マートフォンやブロードバンド・インターネット
への接続も不要であることが、低所得者にとって
も利用可能なサービスである点が画期的である。
２０１６年末時点でエムペサは、アフリカ域内１０
か国でサービスが展開され、利用者は約３千万
人、同年中の取引件数は約６０億件にも上った。
エムペサの効用は、世界の経済格差における重要
課題の一つであるファイナンシャル・インクルー
ジョン（金融包摂）、すなわち人々が日々の経済
活動において必要とされる金融システムへのアク
セスを携帯電話技術の利活用によって解決したこ
とであり、画期的手法の一つとして世界中から注
目され、ケニアで発祥した後に南アフリカで成功
以降またたく間にアフリカ全域に拡大した。エム
ペサの普及速度は目覚ましく、ケニア国内では４
年弱で世帯比普及率８０％を超えている（図４）。
エムペサをケニアからアフリカ各国に広めたサ

ファリコム社最高経営責任者（CEO）の Bob Col-
lymore は、CNNのインタビューに対して ―

「世界の銀行セクターは、常にBOP（Base
of Pyramid）層と呼ばれる人々を無視してき
たが、（サファリコム社は）BOP層を救うこ
とが必要とされていると理解しているし、そ
こには商業的可能性もある」（CNN、２０１７）

― とコメントしており、エムペサのような実需
に即した金融サービスはBOP、すなわち最貧困
層に対するビジネス・サービスとして有効性が高
いという考えを示している。このように、エムペ
サの成功はMDGs 対象期間中における世界的な
携帯電話普及の潮流と相まった形で、開発に対す
る携帯電話の効用を如実に示す代表的な事例であ
り、政府主導ではなく民間の通信会社であるサ
ファリコム社がBOPビジネスとして自発的かつ
継続的に実行している点が特筆に値する。

② 携帯電話経由ブロードバンド・インター
ネット利用：ソーシャル・ネットワーク・
サービス（SNS）と民主化運動の広がり

一方、２０１０年頃から世界中で急速に利用者数
を増加させている携帯電話経由のブロードバン
ド・インターネット利用は、それまで一般的で

図３ 携帯電話の増加寄与度

（出所）篠崎（２０１３）
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あった「インターネット接続はパソコンから」と
いう概念を解放し、あらゆる場所からさまざまな
人々がスマートフォンによって時空を超えて手軽
に発信できるという、新たなエンパワーメント効
果をもたらした。大きな効果をもたらしている手
段としては、ツイッター（Twitter）やユーチュー
ブ（YouTube）、フェイスブック（Facebook）
に代表されるソーシャル・ネットワーク・サービ
ス（SNS）の盛隆が真っ先に挙げられる。MDGs
対象期間中に発生した最たる例は、２０１０年末か
ら２０１１年前半に中東および北アフリカ地域を中
心に巻き起こった民主化運動「アラブの春」にお
ける、携帯電話経由の SNSによる情報拡散と社会
変革への寄与であろう。「アラブの春」運動が SNS
によってどのように拡散・拡大したかを論じる文
書は数多く存在するが、Howard ほか（２０１１）は
２０１１年のチュニジアおよびエジプトに注目し、
両国における「アラブの春」による政権崩壊劇と
ツイッターなど SNSの関係性を、各メディアに

おけるメッセージや動画の投稿数などデータ記録
を定量分析し、「ソーシャル・メディア（もしく
は SNS）はチュニジアとエジプトの政治的反乱
に重要な役割を果たした」「これらの技術により、
民主主義に関心を持つ人々は、広範なネットワー
クを構築し、社会資本を作り、政治的行動を組織
することを学びんだ」、と結論付けている。
国際電気通信連合（ITU）の公表データによれ

ば、アラブ地域における携帯電話経由のブロード
バンド・インターネット利用率は、２０１０年時点
ではわずか５．１％だったが、「アラブの春」が巻き
起こった２０１１年には１３．３％まで急増した。同時
期に、各戸レベルにおける固定回線インターネッ
ト・アクセス率が２３．２％（２０１０年）から２８．５％
（２０１１年）までにしか微増していない事実から鑑
みても、Howard らが主張するように、同地域に
おける携帯電話経由のブロードバンド・インター
ネット利用の急増は「アラブの春」民主化運動に
寄与したことがうかがえる。

図４ ケニアにおけるM-Pesa 普及速度と米国における各種技術普及速度の比較

（出所）WDR（２０１６）より筆者作成

内藤智之：ICTと国際開発72



このことより、不必要な長期独裁政権の交代を
促した民主化という開発効果の観点から考察した
場合、技術革新と端末や通信料金の低廉化の恩恵
を受けたスマートフォンによる携帯電話経由のブ
ロードバンド・インターネットが SNSという２１
世紀型の時空を超えたコミュニケーション・ツー
ルを通じてアラブ地域にもたらした開発効果は計
り知れない。一方、「アラブの春」を経験した国々
が２０１１年以降、どれほど順調に経済発展を進め
たかという視点で開発効果を捕らえた場合、必ず
しも携帯電話経由のブロードバンド・インター
ネット利用率の増加がおしなべて開発効果に寄与
しているとは明言できない。

③ ドローン／UAVによる社会課題解決
無人航空機（Unmanned Aerial Vehicle; UAV

またはドローン）の利活用による社会課題解決へ
の取り組みも急速に進化している。
２０１６年１０月、世界初の「ドローン空港」がル
ワンダ国ムハンガ市に開設され、米国ジップライ
ン社と同国政府保健省間において「無人航空機
（UAV）による輸血用血液運搬」にかかる契約が
締結され、商用運行サービスが開始された。東ア
フリカの内陸国ルワンダは、国土の多くが起伏あ
る丘陵地であるために、国土面積は小さくても車
両交通のための道路整備にはコストがかさみ、特
に首都から地方公共施設へ医薬品を含む必要品を
輸送する際には、道路の起伏や整備不足も相まっ
て、輸送にかかる時間と燃料費の削減は積年の課
題であった。
米国籍の新興企業であるジップライン社による

この取り組みは、２０１６年秋にアンドリーセン・
ホロウィッツ社やグーグル・ベンチャーズ社、ヤ
フー創業者のジェリー・ヤン氏、マイクロソフト
共同創業者ポール・アレン氏、孫泰蔵氏らが代表
を務めるヴィジョネア・ベンチャーズ社等から
２，５００万ドルを調達し開始された。世界経済
フォーラム（World Economic Forum; WEF）の
合意を起源とする官民協働国際イニシアティブで
あるGAVI ワクチンアライアンス（The Global
Alliance for Vaccines and Immunization; GAVI）
が本件輸送サービスに特化して設定した基金にも
支援されており、同基金には米UPS財団（United
Parcel Service Foundation）が１１０万米ドルを拠
出しつつ、UPS社が持つ運搬にかかるノウハウ
も提供している。ジップライン社は、自社が開発

した全地球測位システム（GPS）により制御した
UAVに最大１．５kgの荷物を積載し、目的地にお
いてあらかじめプログラミングされた工程に則り
UAVからパラシュート付の積み荷を落下させる
ことで、通常の車両輸送では数時間かかる地方病
院に、「ドローン空港」から発射されたUAVが
わずか十数分で輸血用血液を届けている（図５）。
同社は２０１７年５月時点において、ほぼ毎日のよ
うに地方病院からの発注に基づいて１日数回の輸
送が行っており、サービス開始からすでに１００回
を超える輸送が実施されているものの事故や墜落
は全く起こっていない（２０１７年５月１１日同社広
報担当者へのインタビューより）。
ルワンダUAV事例の開発効果として ― １）

地理的制約要件を社会課題としてとらえ、必要不
可欠な公共サービスを ICTにより全く新しい形
態に変容させていること、２）UAVの運行管理
用ソフトウェアとGPS等の一部部品以外は可能
な限りルワンダ国内で調達可能な材料で製作して
いること、３）国際官民協働イニシアティブであ
るGAVI の仲介により、UAVの設計当初から官
民の保健関係者などをオープンに巻き込み、開発
と生産を進めるオープンイノベーション手法を採
用していること、等々が挙げられる。これらの特
徴は、標準化されたデジタル機材と運用手順
（Standard Operation Procedure; SOP）によって
訓練された人材が操作・管理を行うことで、飛行
に関する基準や規制をクリアできれば、地域や国
を問わず同様サービスの展開は可能であることを
実証している。ジップライン社は２０１７年８月、
タンザニアにおいてもルワンダ同様のUAVによ
る輸血用血液運搬サービスを開始することを発表
している。

図５ ジップライン社無人航空機（UAV）の発射
風景

（出所）筆者撮影
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運搬能力の限界性から鑑みれば、UAVが完全
に車両輸送の代替となることは現実的ではない
が、ルワンダ事例が示しているのは、伝統的な輸
送手段を ICTと SOPによって非伝統的なアプ
ローチに変容させることで、それまで開発の遅延
にも繋がっていた条件を克服する新たな輸送代替
手段が提示され、公共サービスにおけるコストの
考え方が劇的に変容させられた、ということであ
る。さらに、輸送対象物が人間の生死にかかわる
医療品であるという点は、まさに非伝統的なアプ
ローチの採用により救える命の可能性を増加させ
た、ICTを利活用したイノベーションであり、
既存の価値観を根本的に変え得る画期的な取り組
みである。

④ AR技術とクラウドを活用した河川洪水管理
インドネシア国東部のスラウェシ島マナド市で

は、大雨による河川の氾濫にたびたび悩まされて
きた。２０１４年１月には、被災者が多数発生する

大規模な洪水や地滑りが発生したところ、同市河
川管理担当者は市内に流れ込む４本の中級河川の
水位と状況を日々目視で観察管理していたが、目
視から台帳への記入、帰庁後のデータベースへの
入力、その後の必要な分析などは効率化が不可避
であった。２０１６年に国際協力機構（JICA）は富
士通株式会社と協働し、同市における河川管理に
拡張現実（Augmented Reality; AR）技術を用い、
公共事業・国民住宅省マナド河川流域管理事務所
の現地管理担当者がスマートフォン上のアプリ
ケーションで標準的な水位計測を可能とするシス
テムを開発・実装した。対象河川の定点観測拠点
にARマーカーを設置し、同マーカーにスマート
フォンのカメラを向けると目盛りが画面に表示さ
れ、水位をタップするなどの簡単な操作で、正確な
水位や現場状況写真、必要なコメントなどをデー
タセンターのクラウド・サーバーに送信する。
従前は現場での目視と筆記による台帳記入に依

存していたため、担当者による記録の誤差や台帳

図６ AR技術とクラウドを活用した河川管理アプリケーションのスマートフォン画面

（出所）富士通㈱ホームページ
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からの転記漏れなど、属人性による非効率な管理
が課題となっていた。本アプリケーションを導入
したことにより、観測拠点の正確な水位をリアル
タイムで送信できるようになったここと、現場担
当者が安全な場所からの観測が可能になったこ
と、現場写真による証跡保存なども可能になった。
このようなスマートフォンやクラウド・サー

バーの効用を最大限に生かすアプリケーション
を、開発課題の解決や対策に生かす取り組みは、
デジタル化による即効性が認めやすいのみなら
ず、本件システムのように写真やコメントが統計
データとして同一品質で保全されていくことで将
来発生し得る危機に対する備えに資するシミュ
レーションが可能になるなど、大きな付加価値が
発生することに利点がある。

３．開発途上国で ICT利活用を促進するう
えで重要な課題と国際社会の対応

SDGs 達成を目指し、開発途上国において ICT
を有効に活用して社会課題を解決していく必要性
に対し、前章で代表的な事例をあげたとおり、サ
ブサハラ・アフリカを含むさまざまな国や地域で
適用可能技術を大胆に導入していくことにより、
数多の成功事例が出てきている。
一方、多くの開発途上国においてはいまだ電

源、ブロードバンド・インターネットに接続する
ための情報通信網インフラ、ICTの利活用を支
える国内技術人材、利用者側の ICTリテラシー、
これらを維持管理していくための予算等々の不足
が常に懸案として挙げられ、その不足に対する解
消可能性を見通すことが従来の経験からでは容易
ではないことから、ICTの導入や利活用を試行
する前に断念してしまう事例が散見される。特
に、ICT分野は技術革新速度が他分野よりもき
わめて速いため、導入までの必要時間に対して技
術の陳腐化が発生しやすいことに対する懸念も、
公的セクターにおいては一般化された意見として
認識されている。
以下に、代表的な課題とそれに対する国際社会

の取り組み現況について述べる。

⑴ 開発途上国の電源問題と ICT導入時の技術
選択

たとえばサブサハラ・アフリカ地域は、世界の

他地域と比して突出して電化率が低い。２０１４年
時点で同域内の全国電化率平均は３５％程度であ
り、全開発途上国の全国電化率平均が７９％であ
ることと比しても、突出して低さが目立っている
（図７）。特にサブサハラ・アフリカ地域の地方電
化率の低さ（１９％）は喫緊の課題であり、ICT
利活用を推進していくうえで大きな障害である。
経済活動の近代化に不可欠な電化率向上のため
に、世界銀行はじめ多くの国際開発金融機関は同
地域電力セクターへの資金協力を、運輸交通セク
ターと並んで最優先課題の一つとしている。
大容量の電源確保のためには、大規模発電所と

送電線の効率的な配置が不可欠だが、化石燃料に
よる発電は二酸化炭素排出を伴うため気候変動問
題に負の影響を与える懸念は大きい。したがい、
サブサハラ・アフリカ地域における電源確保の追
求には石炭や天然ガスなど化石燃料による火力発
電だけに過度に依存することなく、環境影響に配
慮した持続可能な発電方式の選択も検討していく
必要がある。近年は、同地域に対しても高効率火
力、水力、地熱、太陽光その他の再生可能エネル
ギー等の低炭素電源導入が推進されている。
このため、ICT利活用と同地域における社会

課題解決を検討する場合においても、当該発電方
式の検討とも連続性をもって同様の考え方を取り
入れる必要がある。たとえば、サブサハラ・アフ
リカにおいても急増し続ける官民のデジタル・
データを管理するデータセンター等の設置は需要
が高いが、設置の検討に際しては省電力型の技術
選択による課題解決方法を積極的に検討していく
ことは肝要である。参考に成り得る例として、国
立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）が東南アジア地域のラオス国にて
２０１６年から実証運転を進めているコンテナ型
データセンターは、従来型であるビル型データセ
ンターに比べて３分の１程度の工期で設置が可能
であり、従来比で４０％の電力消費削減を達成す
ることを目指している。
このような環境に配慮し、持続可能な社会の形

成に貢献し得る技術選択は、MDGs から SDGs
移行の際に大きな「宿題」として指摘された、開
発途上国におけるデータ整備の必要性にも必然的
に関わってくることから、電源の確保とインター
ネットの効果的・効率的な利活用は不可分であ
り、喫緊の課題としてサブサハラ・アフリカをは
じめとする開発途上国・地域における ICT導入
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に際しても、特段の注意が必要である。

⑵ インターネット利用による恩恵共有の推進取
り組み

ブロードバンド・インターネットに接続するた
めの通信網インフラも、開発途上国ではまだまだ
不足している。世界開発報告書（WDR）２０１６年
版は、世界人口の約６０％に上るおおよそ４０億人
が、ブロードバンド・インターネットに接続する
ことによる便益を得ることが出来ていないと報告
しており、２０１６年に日本で開催された先進７か
国首脳会議（G７サミット）における情報通信担
当大臣会合においても、「残る４０億人へ便益を提
供し得るインターネット環境整備」に関する協調
が参加７か国間で合意された。ITU統計（前出
図２）では、２０１７年時点（予測値）の携帯電話経
由のブロードバンド・インターネット利用率は全
世界で５６．２％だったが、その内訳は先進諸国で
９７．１％であるのに対して後発開発途上国（１人当
たりGDP ９９２米ドル以下の国々）では２２．３％と

なっており、「国間デジタル・ディバイドの解消」
が喫緊の国際課題となっている。
かかる状況に対して、世界経済フォーラム（World

Economic Forum; WEF）は SDGs の達成に資す
る官民協働パートナーシップを促進すべく、特に
後発開発途上国におけるインターネット利用可能
者の増加を推進するための協働体制として、「イ
ンターネット・フォー・オール（Internet for All;
IfA）」プロジェクトを２０１６年に開始した。世界
規模でのインターネット接続・利活用環境整備支
援の官民協働枠組みとして、IfAは世界最大のプ
ロジェクトであり、マイクロソフトやグーグルな
どの国際的 ICT大手企業から開発途上諸国政府、
そして世界銀行やアフリカ開発銀行などの国際開
発金融機関まで、１００近い情報通信関連の官民機
関が一堂に会して見解や活動にかかる情報の交換
を行い、WEFが事務局としてこれをとりまとめ
て調整を図っている。日本からは JICAが正式メ
ンバーとして参加しており、開発途上国における
情報通信インフラ整備のための資金や技術協力に
関する実施概況やニーズ情報を提供している。

図７ 世界の電化率概況（２０１４年統計）

（出所）JICA資料（２０１７）
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一般に、光ファイバーや無線を含む電気通信網
の整備は投資に対する内部収益率を高く見込みや
すいために、公的資本よりも民間資本による整備
が自ずと多くなっている。世界銀行など国際開発
金融機関による ICTセクターへの投資総額は、
同セクターにおける投資全体のわずか１％以下で
ある。一方、開発途上国では電気通信網の大口利
用者である第二次産業が未整備であることが多い
ために、収益性を早期に見込むことは困難であ
る。このため、WEF-IfA などの官民協働プロジェ
クトでも、後発開発途上国に対する通信網整備に
ついては、民間企業からの関心も高まりにくいの
が実態である。したがい、基幹通信網の整備には
公的資本を用いる必要性が高まっている。
この必要性に対して、国際社会全体の公的資本

は応えきれていない。結果として、資本投下が遅
れている地域・国では先進国との国間デジタル・
ディバイドが拡大してしまっているのが現状であ
る。一部を除きほとんどの国が一人当たりGDP
１，０００米ドルを超えているアジア地域では、公的
資本による基幹通信網整備は限定的な議論とな
る。一方、多くの国がいまだ後発開発途上国レベ
ルにあるサブサハラ・アフリカ地域では、公的資
本の必要性が高いにも関わらず、整備状況は決し
て芳しくない。
例えば、ICT立国を国是として掲げているル

ワンダの場合、国是に基づく政策を遂行すべく
２０００年代から基幹通信網整備へ優先的に予算を
配分し、並行して民間資本に対して事業権付与に
寛容な政策を採ったために、韓国テレコム社によ
る１．４億米ドルという巨額の海外直接投資（For-
eign Direct Investment; FDI）を誘引して国内
９０％以上のカバー率で第４世代携帯電話通信網
を整備することに成功した。この通信網を整備し
たことで、外国人投資家や国内起業家にとって事
業実施環境として大きなアドバンテージとなった
ため、結果的にルワンダはアフリカ域内で投資先
としての比較優位性を大きく高めることに成功し
ている。
しかしながら、ルワンダのように２０００年来

ICT立国を国是として掲げて、透明性高い政府
の統治を確保し、会社設立も数時間で手続きが完
了するような先進的な行政システムを整備したこ
とにより、大規模FDI を呼び込むことに成功で
きる国はまだ多くない。多くのサブサハラ・アフ
リカ諸国ではさまざまな理由から、ルワンダのよ

うなFDI 誘致戦略は取り得ないのが現状である。
それでは、民間企業が関心を高めにくい国々、

すなわちカントリーリスクの高い国々における情
報通信インフラ整備の促進はどのように考えられ
ているのか。
日本政府のインフラ輸出戦略では、２０１６年の

G７サミット以降、新たに情報通信分野もインフ
ラ輸出の対象分野に選定している。これより、カ
ントリーリスクの高い国に対しては「政府開発援
助（ODA）の戦略的活用」、すなわち民間企業が
躊躇する新規の市場参入に伴うリスクを軽減する
ための公的資金による支援を行い、その後のス
ケールアップを民間資本に期待する、という考え
方が提示されている。ただし、この考え方はあく
まで、進出先の市場に対して日本企業が関心を
持って一定期間のコミットメントを行っていくこ
とが前提となっているところ、そもそも日本企業
が提供する製品やサービスに対して需要が見込ま
れない国には、いくらODAでリスク軽減を行っ
たとしてもスケールアップにはつながらないよう
な条件の国も少なからず存在する。得てして、そ
のような国々は他国からもFDI が投下されにく
いため、自ずと国間デジタル・ディバイド拡大の
対象国になっていく可能性が高く見込まれる。
このような民間企業が関心を持つことが見込み

にくい国に対しては、仮に国内需要によって整備
後の内部収益率が一定程度高めに見込めるとして
も、SDGs 達成のためにもODAによって積極的
に整備を進めていく合理性は高いと考えられる。
一方、情報通信技術分野は技術革新が他分野より
もきわめて速く進行する傾向があるため、ODA
によって整備する情報通信インフラに対する調達
手法や評価の考え方も、「１００年インフラ」とも
いわれる運輸交通系のインフラストラクチャーと
は異なる実態に即した手続きや開発効果指標を設
定する必要があることも指摘したい。

４．さらなる ICT利活用促進に必要な革新
的取り組み

前章までに、電源の不足やインターネット接続
のための情報通信インフラの不足に対しては、公
的資金のより積極的な配分や環境影響への配慮、
そしてFDI 誘致に資する戦略的な事業権付与政
策などが必要かつ有効と述べてきた。それらに対
して、国際社会も、WEFのような官民協働プ
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ラットフォームを中心に協調が進んでいることを
述べた。
しかしながら、換言すれば、これらは従来の取

り組みの延長でしかない。究極的かつ包括的であ
る開発目標、SDGs の達成を真に追求するために
は、いままで以上に積極的に革新的な資金動員手
法、あるいは人材育成手法、そしてリテラシー向
上への支援や受益国側予算の配分改革などに対
し、取り組んでいく必要がある。

⑴ デジタル・ネイティブのイノベーションを促
進させる触媒的ODA

持続可能な世界を実現するために特に重要なの
は、ICT技術を非伝統的かつ革新的（イノベー
ティブ）に自国の開発に利活用することを、自ら
考えて実行できる人材を育み、活躍できる場を提
供していくことである。１９８０年代から２０００年代
初頭までに生まれた世代は、ミレニアル世代と呼
ばれることが多いが、この世代は世界的に ICT
が普及した時期に幼少期を過ごしていることか
ら、デジタル・ネイティブとも呼ばれる。開発途
上国の多くにおいても、この世代が ICTを利活
用して自国の社会課題解決に果敢に取り組む事例
が増加している。
ODAの新たな役割として、開発途上国におけ

るこのようなミレニアル世代またはデジタル・ネ
イティブ世代が、自国の直面している社会課題に
対して ICTを利活用して自ら解決策を考えて実
行していくことを支援する、触媒的な機能が必要
とされている。
具体的には、社会課題を解決するアイディアを

持つ人々が、起業のための助言や協力者を求めた
り製品のプロトタイプを安価かつ簡便に生成した
りするためのインキュベーション・スペースやデ
ジタル工房（Fabrication Laboratory; FabLab）
を対象国政府と共同で整備すること、投資家との
接点を触媒すること、起業支援のための基金を設
定すること、起業経験者による指導や研修の機会
を提供すること、等々の今までも実施してきた触
媒的支援を質・量ともに数倍に増加させる必要で
ある。前出したように、ケニア発のエムペサはま
さにケニアのデジタル・ネイティブによる解決策
の発明であり、だからこそ技術的な適用も容易で
爆発的に市場が拡大したと考えられる。
さらには、日本企業でも開発途上国で ICT人

材の育成やリテラシー向上を独自に展開している
企業が年々増加している中、該当する企業とより
有効な官民協働パートナーシップを可能にする弾
力性を、ODAの中で今まで以上に追求すべきで
ある。JICAが現在担っている民間連携事業にお
いても、現在までにさまざまな支援スキームが提
供されているが、民間企業による提案型の取り組
みからODAによる面的なスケールアップ展開事
例が想定ほど実現できていないのも事実である。
ICT人材育成の分野では、例えば㈱モンスター・
ラボやレックスバート・コミュニケーションズ㈱
のような、バングラデシュやルワンダなど開発途
上国で積極的に ICT人材を活用し日本国内の顧
客に対するサービスを提供しつつ、当該途上国に
おける ICT産業の振興にも積極的に協力してい
る企業が出てきている。SDGs 促進の観点から
も、このような社会貢献とビジネスを両立させよ
うという新しい考え方を持っている企業とは、よ
り効果的な官民協働パートナーシップの構築を目
指していくべきであり、その結果として当該途上
国における ICTセクターの官民協働パートナー
シップが促進され、デジタル・ネイティブが活躍
できるイノベーション・エコシステム（生態系）
の発展にもODAが触媒効果を発揮できることに
なる。このエコシステムには、ODAを通じた工
学分野の留学生政策・高等教育協力も包含して考
えるべきであり、これら産官学の取り組みが緩や
かかつ有機的に連携することが、米国のシリコン
バレーに代表される ICTイノベーション・エコ
システムを開発途上国でも実現し、SDGs 達成に
資する人材の輩出と育成につながっていくと考え
られる。

⑵ 開発途上国の特性に適用した新技術の積極的
な採用

ICT分野における技術革新の速度は目覚まし
いが、前述のとおり、新技術を開発途上国へ適用
していくためには効果にかかる技術の実証はもと
より、adoptability（適用可能性）、affordability
（購入可能性）、scalability（拡大可能性）などが
開発途上国側にとって過度に負担にならない程度
であることが事前に確認されていなければならな
い。一方で、ICTの発展と並行して技術や設計
にかかる情報は公開され共有されることが加速度
的に進み、オープンイノベーションによるアプリ
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ケーションプログラミングインタフェース（API）
公開なども相まって、一昔前と比較して開発途上
国がさまざまな ICT新技術を適用できるように
なった環境は飛躍的に向上している。代表的な例
の一つに、非常に低速ながら少ない消費電力で遠
距離通信を可能にしている LPWA（Low Power
Wide Area）技術がある。特に、日本でも無線局
免許が不要な「アンライセンス系 LPWA」と呼
ばれる LoRaWANや SIGFOXといった LPWA
規格は、開発途上国においても適用可能性・購入
可能性・拡大可能性のすべてにおいて障壁が低い
ことから、今後さまざまな開発課題の解決を支援
する通信インフラとして期待されている。たとえ
ば LoRaWANは、一度に送信できるデータは十
数バイト程度と小さいが、各種センシング（温度、
湿度、加速度）であれば数バイト程度で事足りる
ケースも多く、開発途上国での利活用ではインフ
ラ（電気、水道、ガス等）、一次産業（農業、酪
農、狩猟等）、産業機器（工場、重機等）、防災（水
害、地滑り、落盤、橋梁監視等）、GPSトラッキ
ング（高齢者、家畜等）などの動向監視で効果を
発揮できる。
ルワンダの首都キガリ市においては、英国に本

社を置く国際衛星携帯通信企業のインマルサット
社が、２０１７年５月から１年間、市内全域各所に
LoRaWANネットワークを試験的に設置してい
る。この実証試験を通じて、サブサハラ・アフリ
カの ICT先進国とも呼ばれるルワンダで LPWA
はどのような開発効果を発揮できるのか、世界中
から注目を集めている。
一方、前章に述べたようにサブサハラ・アフリ

カでは電源もインターネット通信網も不足してい
ることが開発の障害になっているが、従来の取り
組みの延長として地上インフラの整備を加速させ
ることが進められている一方で、アフリカ連合
（African Union; AU）は上空からの通信、すなわ
ち通信衛星によるインターネット空白地域への通
信提供可能性もサブサハラ・アフリカ地域で進め
ていくことを、２０１６年１月のAU総会において
加盟国間で合意している。具体的には、先進国が
取り組んでいる宇宙開発のためのロケットや大型
衛星の自国開発・保有ではなく、近年の技術革新
によって製作・運用が開発途上国でも可能なレベ
ルになってきた超小型衛星（１ユニットが１辺１０
cmの立方体）の製作と所有・運用による開発課
題解決への適用を、アフリカ全体の目標として設

定している。
この取り組みに関連し、ガーナはすでに、同国

初の人工衛星の製作と試験を宇宙航空研究開発機
構（JAXA）の「BIRDS プロジェクト」支援に
よって実施している。九州工業大学大学院に在籍
中のモンゴルやバングラデシュなどの留学生と共
にプロジェクトへ参加し、同大学院にて超小型衛
星の開発を学び進めた後、製作した人工衛星は
２０１７年６月に米国フロリダ州から打ち上げられ
た補給船で国際宇宙ステーション「きぼう」へ移
送され、同年７月に「きぼう」から超小型衛星を
放出することに成功している。ルワンダにおいて
も、政府主導で同様の取り組みを進めることが検
討されており、国際社会の協働作業によって宇宙
利用という革新的な取り組みが加速することで、
最終的に SDGs 達成への直接的・間接的両面での
貢献も期待されている。
開発途上国における宇宙利用という考え方も、

MDGs では経済合理性からも相当飛躍した考え
方だったといえるが、ICT分野の目覚ましい技
術革新と国際連携の深まりは、SDGs 達成のため
に宇宙開発技術さえも利活用の対象にすることを
可能にしている。

５．おわりに

本稿では、国際社会の共通目標として設定され
２０３０年を目標年限とする SDGs の達成に関して、
従来の開発手法や取り組み方では目標を達成する
ことは困難であるという仮説のもと、特に開発途
上国において ICTの利活用を非伝統的に進めて
いくことが必要不可欠であると論じた。また、その
萌芽はすでに世界各地のさまざまな開発課題への
対峙場面において見られており、ICTの技術革新
によってMDGs では対応し得なかった革新的な
開発手法が採用され始めていることも報告した。
一方で、さらに ICT利活用を促進していくた

めには、根本的に必要不可欠である電源や情報通
信インフラが開発途上国で不足している現状につ
いても報告した。これらの課題については、従来
手法としてのインフラ投資を国際開発金融機関が
最優先事業の一つとして進めていること、また
WEFなどの努力によって官民協働パートナー
シップの効果的・効率的な調整と投資促進が進め
られていることを述べた。
これらに加えて、真に SDGs 達成を追求するた
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めには、革新的なODAの促進として触媒機能を
最大化させるべく、開発途上国のデジタル・ネイ
ティブ世代が自国の開発課題に ICTを利活用し
て積極的に取り組める環境やエコシステムを整備
することや、LPWA技術や超小型衛星などの適
用可能新技術を積極的に採用していくことの必要
性を論じた。
総じて、国際社会の総意である SDGs の達成と

国際開発促進の重要性において、ICTが貢献す
べき役割は必然として高まり続けており、わが国
ODAにおいてもこれに対応する人材や予算の戦
略的な育成、確保、配分を加速させていくことは
喫緊の課題である。さらには、開発途上国の実情
と ICT分野の技術進度を現実的に俯瞰した工学
分野の留学生政策や高等教育協力などを今まで以
上に戦略性をもって計画、実施していくことが、
SDGs 達成のために然るべく必要となっている。
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（ ）
：

SDGs started as a new common goal of the international community after MDGs though some tar-
gets might be ambitious and not easy to achieve by business as usual methods. Accordingly, expecta-
tions for the utilization of Information and Communication Technology（ICT）in the development prac-
tices are increasing more than ever. We already see some innovative ICT utilization cases which cre-
ates development effect untraditionally. In the meantime, ICT utilization requires fundamentals such as
power supply and internet infrastructure, while some developing countries does not fully secure it yet.
To tackle with such challenges, innovative idea of youth and new technologies should be critical.
In this paper, on the premise of the international agreement that the achievement of SDGs is neces-

sary to realize poverty alleviation and shared prosperity, the utility and possibility of ICT to contribute
to achieving SDGs is discussed. In addition, some key factors which to tackle with the existing difficul-
ties of ICT utilization in developing countries are also suggested.
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